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本
号
で
公
布
さ
れ
た
法
令
の
あ
ら
ま
し

特
別
住
宅
資
金
非
課
税
限
度
額

住
宅
用
家
屋
の
取
得
等
に
係
る
契
約
の
締
結
期
間

耐
震
等
住
宅
用
家
屋

上
記
以
外
の
住
宅
用
家
屋

改

正

前

改

正

後

平
成
二
八
年
一
〇
月
〜
平

成
二
九
年
九
月

平
成
三
一
年
四
月
〜
平
成

三
二
年
三
月

三
、
〇
〇
〇
万
円

二
、
五
〇
〇
万
円
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〇
地
方
法
人
税
法
施
行
令
の
一
部
を
改
正
す

る
政
令
の
一
部
を
改
正
す
る
政
令

（
三
五
七
）

〔
法

律
〕

〇
社
会
保
障
の
安
定
財
源
の
確
保
等
を
図
る

税
制
の
抜
本
的
な
改
革
を
行
う
た
め
の
消

費
税
法
の
一
部
を
改
正
す
る
等
の
法
律
等

の
一
部
を
改
正
す
る
法
律
（
八
五
）

〇
社
会
保
障
の
安
定
財
源
の
確
保
等
を
図
る

税
制
の
抜
本
的
な
改
革
を
行
う
た
め
の
地

方
税
法
及
び
地
方
交
付
税
法
の
一
部
を
改

正
す
る
法
律
等
の
一
部
を
改
正
す
る
法
律

（
八
六
）

〇
教
育
公
務
員
特
例
法
等
の
一
部
を
改
正
す

る
法
律
（
八
七
）

〇
出
入
国
管
理
及
び
難
民
認
定
法
の
一
部
を

改
正
す
る
法
律
（
八
八
）

〇
外
国
人
の
技
能
実
習
の
適
正
な
実
施
及
び

技
能
実
習
生
の
保
護
に
関
す
る
法
律

（
八
九
）

〔
政

令
〕

〇
内
閣
府
本
府
組
織
令
の
一
部
を
改
正
す
る

政
令
（
三
五
五
）

〇
法
人
税
法
施
行
令
等
の
一
部
を
改
正
す
る

政
令
の
一
部
を
改
正
す
る
政
令（
三
五
六
）

〇
消
費
税
法
施
行
令
の
一
部
を
改
正
す
る
政

令
等
の
一
部
を
改
正
す
る
政
令（
三
五
八
）

〇
租
税
特
別
措
置
法
施
行
令
等
の
一
部
を
改

正
す
る
政
令
の
一
部
を
改
正
す
る
政
令

（
三
五
九
）

〇
地
方
税
法
施
行
令
の
一
部
を
改
正
す
る
政

令
等
の
一
部
を
改
正
す
る
政
令（
三
六
〇
）

〇
外
国
人
の
技
能
実
習
の
適
正
な
実
施
及
び

技
能
実
習
生
の
保
護
に
関
す
る
法
律
の
一

部
の
施
行
に
伴
う
関
係
政
令
の
整
備
に
関

す
る
政
令
（
三
六
一
）

〔
省

令
〕

〇
外
国
人
の
技
能
実
習
の
適
正
な
実
施
及
び

技
能
実
習
生
の
保
護
に
関
す
る
法
律
施
行

規
則
（
法
務
・
厚
生
労
働
三
）

〇
外
国
人
技
能
実
習
機
構
の
財
務
及
び
会
計

に
関
す
る
省
令
（
同
四
）

〇
消
費
税
法
施
行
規
則
等
の
一
部
を
改
正
す

る
省
令
等
の
一
部
を
改
正
す
る
省
令

（
財
務
七
九
）

〇
租
税
特
別
措
置
法
施
行
規
則
の
一
部
を
改

正
す
る
省
令
（
同
八
〇
）

〇
登
録
免
許
税
法
施
行
規
則
の
一
部
を
改
正

す
る
省
令
（
同
八
一
）

〇
厚
生
労
働
省
組
織
規
則
の
一
部
を
改
正
す

る
省
令
（
厚
生
労
働
一
七
〇
）

〔
告

示
〕

〇
外
国
人
技
能
実
習
機
構
が
保
有
す
る
こ
と

が
で
き
る
有
価
証
券
及
び
預
金
を
す
る
こ

と
が
で
き
る
金
融
機
関

（
法
務
・
厚
生
労
働
一
）

〇
消
費
税
法
施
行
令
等
の
一
部
を
改
正
す
る

政
令
附
則
第
三
条
第
二
項
の
規
定
に
基
づ

き
、
財
務
大
臣
の
定
め
る
基
準
を
定
め
る

件
の
一
部
を
改
正
す
る
件（
財
務
三
三
七
）

◇
社
会
保
障
の
安
定
財
源
の
確
保
等
を
図
る
税
制
の
抜
本
的
な
改
革
を
行
う
た
め
の
消
費
税
法
の
一
部
を
改
正
す
る
等

の
法
律
等
の
一
部
を
改
正
す
る
法
律
（
法
律
第
八
五
号
）（
財
務
省
）

一

社
会
保
障
の
安
定
財
源
の
確
保
等
を
図
る
税
制
の
抜
本
的
な
改
革
を
行
う
た
め
の
消
費
税
法
の
一
部
を
改
正
す
る

等
の
法
律
（
平
成
二
四
年
法
律
第
六
八
号
）
の
一
部
改
正
関
係

消
費
税
率
の
七
・
八
パ
ー
セ
ン
ト
へ
の
引
上
げ
の
施
行
日
を
平
成
三
一
年
一
〇
月
一
日
と
す
る
こ
と
と
し
た
。（
社

会
保
障
の
安
定
財
源
の
確
保
等
を
図
る
税
制
の
抜
本
的
な
改
革
を
行
う
た
め
の
消
費
税
法
の
一
部
を
改
正
す
る
等
の

法
律
附
則
第
一
条
関
係
）

二

所
得
税
法
等
の
一
部
を
改
正
す
る
法
律
（
平
成
二
八
年
法
律
第
一
五
号
）
の
一
部
改
正
関
係

１

地
方
法
人
税
率
の
一
〇
・
三
パ
ー
セ
ン
ト
へ
の
引
上
げ
の
施
行
日
を
平
成
三
一
年
一
〇
月
一
日
と
す
る
こ
と
と

し
た
。（
所
得
税
法
等
の
一
部
を
改
正
す
る
法
律
附
則
第
一
条
関
係
）

２

消
費
税
の
軽
減
税
率
制
度
の
導
入
に
係
る
施
行
日
を
平
成
三
一
年
一
〇
月
一
日
と
す
る
こ
と
と
し
た
。（
所
得
税

法
等
の
一
部
を
改
正
す
る
法
律
附
則
第
一
条
関
係
）

３

消
費
税
の
適
格
請
求
書
等
保
存
方
式
の
導
入
に
係
る
施
行
日
を
平
成
三
五
年
一
〇
月
一
日
と
す
る
こ
と
と
し

た
。（
所
得
税
法
等
の
一
部
を
改
正
す
る
法
律
附
則
第
一
条
関
係
）

４

二
九
年
軽
減
対
象
資
産
の
譲
渡
等
を
行
う
中
小
事
業
者
以
外
の
事
業
者
の
課
税
標
準
の
計
算
等
に
関
す
る
経
過

措
置
、
課
税
仕
入
れ
等
を
適
用
税
率
別
に
区
分
す
る
こ
と
が
困
難
な
小
売
業
等
を
営
む
中
小
事
業
者
以
外
の
事
業

者
に
対
す
る
経
過
措
置
及
び
課
税
仕
入
れ
等
を
適
用
税
率
別
に
区
分
す
る
こ
と
が
困
難
な
中
小
事
業
者
以
外
の
事

業
者
に
対
す
る
経
過
措
置
の
規
定
を
削
除
す
る
こ
と
と
し
た
。（
旧
所
得
税
法
等
の
一
部
を
改
正
す
る
法
律
附
則
第

四
一
条
〜
第
四
三
条
関
係
）

５

消
費
税
の
軽
減
税
率
制
度
の
導
入
に
当
た
り
安
定
的
な
恒
久
財
源
を
確
保
す
る
た
め
歳
入
及
び
歳
出
に
お
け
る

法
制
上
の
措
置
等
を
講
ず
る
時
期
を
、
平
成
三
〇
年
度
末
ま
で
と
す
る
こ
と
と
し
た
。（
所
得
税
法
等
の
一
部
を
改

正
す
る
法
律
附
則
第
一
七
〇
条
関
係
）

三

租
税
特
別
措
置
法
の
一
部
改
正
関
係

１

次
に
掲
げ
る
住
宅
取
得
等
に
係
る
措
置
の
適
用
期
限
を
平
成
三
三
年
一
二
月
三
一
日
ま
で
二
年
六
月
延
長
す
る

こ
と
と
し
た
。

住
宅
借
入
金
等
を
有
す
る
場
合
の
所
得
税
額
の
特
別
控
除
（
租
税
特
別
措
置
法
第
四
一
条
関
係
）

特
定
の
増
改
築
等
に
係
る
住
宅
借
入
金
等
を
有
す
る
場
合
の
所
得
税
額
の
特
別
控
除
の
控
除
額
に
係
る
特
例

（
租
税
特
別
措
置
法
第
四
一
条
の
三
の
二
関
係
）

既
存
住
宅
の
耐
震
改
修
を
し
た
場
合
の
所
得
税
額
の
特
別
控
除
（
租
税
特
別
措
置
法
第
四
一
条
の
一
九
の
二

関
係
）

既
存
住
宅
に
係
る
特
定
の
改
修
工
事
を
し
た
場
合
の
所
得
税
額
の
特
別
控
除
（
租
税
特
別
措
置
法
第
四
一
条

の
一
九
の
三
関
係
）

認
定
住
宅
の
新
築
等
を
し
た
場
合
の
所
得
税
額
の
特
別
控
除
（
租
税
特
別
措
置
法
第
四
一
条
の
一
九
の
四
関

係
）

２

直
系
尊
属
か
ら
住
宅
取
得
等
資
金
の
贈
与
を
受
け
た
場
合
の
贈
与
税
の
非
課
税
措
置
に
つ
い
て
、
そ
の
非
課
税

限
度
額
に
係
る
住
宅
用
家
屋
の
取
得
等
に
係
る
契
約
の
締
結
期
間
を
次
の
と
お
り
と
す
る
こ
と
と
し
た
。（
租
税
特

別
措
置
法
第
七
〇
条
の
二
関
係
）
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